
頁

１．事業の位置付け

健康・こども部　こども家庭課
● ハード ○ ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
■ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
■ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
■ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
■ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
□ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

成果指標①

指標名 解消された待機児童数 単位 人

説明・算定式 定員増により解消された待機児童数

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

活動指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度

民間保育所の創設等により待機児童の解消を図るほか、小
規模等修繕により入所児童の生活環境などが改善されてい
ます。

待機児童解消のための施設整備や保育環境の向上のため、
民間保育所の小規模修繕などにかかる経費の一部を助成し
ます。

活動指標①

指標名 入所児童の生活環境等の改善が図られた保育所数 単位 園

説明・算定式 延べ実施保育所数

平成19年度
66

目標

目標

556実績

平成21年度

対象・受益者 民間保育所、入所児童、待機児童 事業期間
委託、協働

目的・目標 事業の概要

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 1

事務事業名
事業担当

民間保育所施設整備支援事業

待機児童の解消に向けて入所定員の拡大が必要です。ま
た、保育所の施設の老朽化が進む中、入所児童の安全、
衛生面等の生活環境の改善が必要です。

待機児童の解消に向けた入所定員の拡大が図られ、また
入所児童の安全、衛生面等の生活環境の改善が図られ、
民間保育所における適切な保育水準が確保されることか
ら有効性が高いと思われます。

待機児童の解消及び入所児童の処遇向上のため、事業
の重要性は高く、継続的な取組のため、現行補助額の維
持は妥当です。

分析の視点

③〈健康・安心・福祉力〉その人らしく安心できる生活を支援する
'02

○
○

事業種類

総合計画の
位置付け

'02 基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち
'03

2 多様な地域課題に的確かつ総合的に対応する地域密着のサービスを充実する
根拠法令等 社会福祉法人の助成に関する規則及び施行規則、民間保育所施設整備費等補助金交付要綱

○
●
○

法人の意向及び実情を十分に精査し、市の計画に基づい
た計画事業とする必要があります。

目標

実績

先の視点に関する分析・課題の抽出

●
○事

業

分

析

項目 総合評価

必要性

有効性

妥当性

効率性

●
○

●

5
平成20年度

平成20年度 平成21年度

09030目標

30 90 0実績

平成19年度 平成20年度 平成21年度

実績

平成19年度 平成20年度 平成21年度



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ａ Ａ

主な取組と成果

民間保育所に対し、創設及び増改
築等に係る経費の一部を助成する
ことにより、待機児童の解消に向
けた入所定員の拡大を図ることが
できた。また、老朽化等による小
規模修繕等施設整備に係る経費の
一部を助成することにより、入所
児童の処遇向上を図ることができ
た。

民間保育所に対し、老朽化等によ
る小規模修繕等施設整備に係る経
費の一部を助成することにより、
入所児童の処遇向上を図ることが
できました。

民間保育所5園に対して小規模修
繕等施設整備に係る経費の一部を
助成することにより、入所児童の
処遇向上を図ることができた。ま
た、民間保育所1園の平成22年4月
創設に向けて施設の賃貸料と改修
費の一部を助成しました。

検証結果
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

－

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

2

進
捗
状
況

再任用　(人)
内
訳

人件費　(B)
フルコスト　(A+B)

遅れている
理由

：予定どおり
－ －

5,432
28,676

0
0

今後に向けた
課題

近年増加する保育ニーズに対応す
るため、待機児童の状況により、
入所定員の拡大は必要である。ま
た、保育所の施設の老朽化が進む
中、入所児童の安全、衛生面等の
生活環境の改善は不可欠である。

近年増加する待機児童の解消に向
け、保育所新設及び増改築による
入所定員の拡大は必要です。ま
た、保育所の施設の老朽化が進む
中、入所児童の安全、衛生面等の
生活環境の改善は不可欠です。

近年増加する待機児童の解消に向
け、保育所新設及び増改築による
入所定員の拡大は必要です。ま
た、保育所の施設の老朽化が進む
中、入所児童の安全、衛生面等の
生活環境の改善は不可欠です。

：予定どおり ：予定どおり

：成果があがった ：成果があがった ：成果があがった

財
源
内
訳

一般財源

国庫支出金
県支出金

起債
その他　特財

9,748
23,244
16.81

事業費　(A)
執行率　(%)

職員　(人) 0.65

事業内容

修繕　5園　
、　創設　1園修繕　5園創設１か所・増改築１か所（合築）

小規模修繕５か所

0

170,007

0.75
0.00
6,294

0.00
5,706
9,206

0
0

72,163
163,713
100.00

0.00

0
0

13,496
0
0

91,550

3,500
3,500
100.00
0.68

0

平成２１年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成１９年度
決算額



頁

１．事業の位置付け

健康・こども部　こども家庭課
● ハード ○ ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
□ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
■ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
□ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
■ その他 低

必要性

核家族化の進行、女性の社会進出の増大と就労形態の多
様化などにより、保育ニーズが高まっていることから、必要
性は高いと思われます。

●
○

有効性

入所児童の生活環境等の改善を行うで満足度が高まり、
有効性は高いと思われます。
 ●

○

事

業

分

析

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

妥当性

入所児童の生活環境等の改善に必要な修繕は、事業の目
的を達成するためには妥当性が高いと思われます。 ●

○
○

効率性

経年老朽化による修繕等が見込まれますが、保育施設の
安全性の確保を効率的に行う必要があります。 ○

●
○

実績

目標

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

説明・算定式 入所児童の生活環境等の改善が図れた保育所数

平成19年度 平成20年度 平成21年度成果指標①

指標名 予定した改善等が図られた箇所数 単位 箇所

目標 6 8 10
実績 8 10 10

実績

単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度
目標

実績 10 10 10

説明・算定式 改修・修繕等の工事に対する保護者への説明を行った保育所数

平成19年度 平成20年度 平成21年度
目標 10 10 10

目的・目標 事業の概要
公立保育所の改修、修繕等により、入所児童の生活環境な
どが改善されています。

児童の安全や保育環境向上のため、老朽化した保育園園舎
の改修や小規模修繕などを実施します。

委託、協働

活動指標①

指標名 入所児童の生活環境等の改善が図られた保育所数 単位 園

対象・受益者 入所児童 事業期間

総合計画の
位置付け

'02 基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち
'03 ③〈健康・安心・福祉力〉その人らしく安心できる生活を支援する
'02 2 多様な地域課題に的確かつ総合的に対応する地域密着のサービスを充実する

事業種類

根拠法令等

事務事業名 公立保育所施設整備事業
事業担当

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 3

活動指標②

指標名



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ａ Ａ
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

今後に向けた
課題

入所児童の増加や施設の経年老朽
化による修繕料等が要される。

入所児童の増加や、施設の経年老
朽化による修繕等が必要とされて
います。

入所児童の増加や、施設の経年老
朽化による修繕等が必要とされて
います。

主な取組と成果

年度当初に予定していた修繕を
行ったことにより、児童の安全や
保育環境の向上を図ることができ
た。

年度当初に予定していた修繕を
行ったことにより、児童の安全や
保育環境の向上を図ることができ
ました。

年度当初に予定していた修繕を
行ったことにより、児童の安全や
保育環境の向上を図ることができ
ました。

検証結果 ：成果があがった ：成果があがった ：成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

進
捗
状
況

：予定どおり ：予定どおり ：予定どおり

遅れている
理由

－ － －

フルコスト　(A+B) 23,992 19,495 48,966
人件費　(B) 11,328 10,741 13,203

内
訳

職員　(人) 1.35 1.28 1.58
再任用　(人) 0.00 0.00 0.00

執行率　(%) 113.28 109.63 16.64
事業費　(A) 12,664 8,754 35,763

その他　特財 0 0 235
35,528

県支出金 0 0 0財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

起債 0 0 0

一般財源 12,664 8,754

事業内容

各園補修、金田：直接給水改修 各園補修、須賀：耐震診断 耐震診断（神田、金田、南原、吉
沢）
、各園補修

4

平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額



頁

１．事業の位置付け

健康・こども部　こども家庭課
○ ハード ● ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
□ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
■ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
■ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
□ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 5

○

有効性

一時保育、特定保育、休日保育、延長保育を実施すること
により、多様な保育ニーズを満たすことができるため、有効
性は高いと思われます。 ○

妥当性

子育て中の保護者の多様な保育ニーズに対応し、子育て
家庭を支えていることから、事業の目的を達成するのに妥
当であると考えられます。

○

●

●

成果指標②

単位

説明・算定式

実績

目標

平成19年度

平成19年度 平成20年度

成果指標①

利用児童数 単位 人

説明・算定式 延長・特定・一時・休日保育を利用している児童数

実績 99989 98382 92380

説明・算定式 延べ実施保育所数

実績 55 57 50

活動指標②

単位

説明・算定式

実績

目標

事務事業名 特別保育事業
事業担当
事業種類

総合計画の
位置付け

'02

事業の概要
子育て中の保護者の多様な保育ニーズに対応し、子育て家
庭が支えられています。

多様な保育ニーズに応えるため、一時保育、特定保育、延
長保育、休日保育や病後児保育などを実施します。

活動指標①

実施保育所 単位

総合評価

必要性

核家族化の進行、女性の社会進出の増大と就労形態の多
様化により、多種多様な保育形態への要請等が高まって
おり、必要性は高いと思われます。

●
○

○
●

事

業

分

析

効率性

子育て中の保護者の多様な保育ニーズに対応するため、
保育施設の安全性の確保、保育士の適正配置などを行う
ことにより効率性を高めていきます。

○

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出

平成20年度 平成21年度

指標名

指標名

平成19年度 平成20年度 平成21年度
目標 100000 103000 105000

平成21年度

指標名

指標名

平成19年度 平成20年度 平成21年度
目標 54 55 55

箇所

対象・受益者 子育て中の保護者、就学前児童 事業期間
委託、協働 民間保育園

目的・目標

根拠法令等

'02
③〈健康・安心・福祉力〉その人らしく安心できる生活を支援する'03
2 多様な地域課題に的確かつ総合的に対応する地域密着のサービスを充実する

基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ａ Ｂ

今後に向けた
課題

病後児保育の実施が課題である。 病後児保育の実施が課題です。 病後児保育の実施が課題です。

主な取組と成果

一時保育１８園、特定保育６園、
休日保育１園、延長保育３０園で
実施したことにより、利用児童数
が増加し、子育て中の保護者の
ニーズに応えることができた。

一時保育18園、特定保育７園、休
日保育１園、延長保育31園などの
特別保育を実施したことにより、
子育て中の保護者のニーズに応え
ることができました。

一時保育12園、特定保育6園、休
日保育1園、延長保育31園などの
特別保育を実施したことにより、
子育て中の保護者のニーズに応え
ることができました。

：成果があがった ：成果があがった ：おおむね成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

内
訳 再任用　(人)

フルコスト　(A+B) 206,531 203,690 204,260
人件費　(B) 49,088 50,179 49,969

0.00 0.00 0.00

6

平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額

遅れている
理由

－ － －

154,291

検証結果
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

進
捗
状
況

：予定どおり ：予定どおり ：予定どおり

国庫支出金 75,780 73,262

98.83 77.97 90.07
職員　(人) 5.85 5.98 5.98

執行率　(%)
事業費　(A) 157,443 153,511

事業内容

一時18、特定10、休日1、延長30
園

特別保育の実施 特別保育の実施

62,970 62,435 135,135

財
源
内
訳

一般財源

起債
県支出金 18,693 17,814 19,156

その他　特財 0 0 0

0

0 0 0



頁

１．事業の位置付け

健康・こども部　こども家庭課
○ ハード ● ソフト

【委託： ○ 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
□ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
■ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
■ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

必要性

子育て支援に対する市民ニーズは高く、子育て家庭の
ニーズを的確に捉え、ニーズに適応した事業運営を行うこ
とが必要です。

●
○

有効性

子育て家庭のニーズに適応した子育て支援を行い、安心し
て子どもを産み育てられる事業運営を行っています。事業
の継続により、より多くの子育て中の親子の満足が高まっ
ていることから、有効性は高いと思われます。

●
○

事

業

分

析

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

妥当性

子育て家庭のニーズに適応した子育て支援を行うことは、
事業の目的を達成するために妥当性が高いと思われま
す。


●
○
○

効率性

つどいの広場を増設し、更に効率性を高めていく必要があ
ります。 ○

●
○

実績

目標

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

説明・算定式 延べ利用者数

平成19年度 平成20年度 平成21年度成果指標①

指標名 利用者数 単位 人

目標 36500 39500 35000
実績 35411 34915 34190

目標

活動指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

実績 2 2 3

実績

説明・算定式 子育て支援センター及びつどいの広場の箇所数の合計

平成19年度 平成20年度 平成21年度活動指標①

指標名 実施施設数 単位 箇所

目標 2 3 2

委託、協働
目的・目標 事業の概要

子育て家庭に対して、親子の気軽な交流の場や機会を提供
することなどにより、育児不安を解消し、精神的な安心感
がもたらされています。

地域の子育て家庭に対する育児支援を行うため、子育て支
援センター事業やつどいの広場事業を推進します。また、
地域で行う子育て支援活動などに保育士などを派遣しま
す。

根拠法令等 児童福祉法第２１条の８、次世代育成支援対策推進法第４条、尐子化社会対策基本法第４条
対象・受益者 地域の子育て家庭、中高生、地域住民（高齢者） 事業期間

総合計画の
位置付け

'02 基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち
'03 ③〈健康・安心・福祉力〉その人らしく安心できる生活を支援する
'02 2 多様な地域課題に的確かつ総合的に対応する地域密着のサービスを充実する

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 7

事務事業名 地域子育て支援推進事業
事業担当
事業種類



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ② ①

Ａ Ｂ Ａ
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

今後に向けた
課題

子育て家庭のニーズに適した子育
て支援を行うため、つどいの広場
の増設をする。

子育て家庭のニーズに適した子育
て支援を行うため、つどいの広場
を増設します。

子育て家庭のニーズに適した子育
て支援を行うため、つどいの広場
を増設します。

主な取組と成果

子育て支援センター事業及びつど
いの広場事業を実施したことによ
り、子育てに不安や疑問をもって
いる子育て中の親に対して相談・
援助ができた。


子育て支援センター事業及びつど
いの広場事業を実施したことによ
り、子育てに不安や疑問をもって
いる子育て中の親に対して相談・
援助ができました。


子育て支援センター事業及びつど
いの広場事業を実施したことによ
り、子育てに不安や疑問をもって
いる子育て中の親に対して相談・
援助ができました。また、平成22
年2月につどいの広場を1箇所新設
するとともに、平成22年4月の1箇
所新設に向けて準備した。


検証結果 ：成果があがった ：おおむね成果があがった ：成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

進
捗
状
況

：予定どおり ：若干遅れている ：予定どおり

遅れている
理由

－ つどいの広場を１ケ所創設する
ことができなかったため。

－

フルコスト　(A+B) 26,182 27,460 42,455
人件費　(B) 8,008 7,421 6,518

内
訳

職員　(人) 0.75 0.68 0.78
再任用　(人) 0.50 0.50 0.00

執行率　(%) 103.60 56.32 75.48
事業費　(A) 18,174 20,039 35,937

その他　特財 0 0 0
19,421

県支出金 6,223 5,973 16,516財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

起債 0 0 0

一般財源 11,951 14,066

事業内容

子育てアドバイザー、サロン、情
報提供など

支援の実施 支援の実施
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平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額



頁

１．事業の位置付け

健康・こども部　こども家庭課
○ ハード ● ソフト

【委託： ○ 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
□ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
■ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
■ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

必要性

核家族化が進んでいる中、子育てをしている家庭と地域の
人が、互いに信頼し合い、助け合いのできる関係を広めて
いくことで、子育てしやすい環境づくりが求められているこ
とから、必要性は高いと思われます。

●
○

有効性

仕事と育児の両立などの子育てがしやすい環境づくりのた
め、地域の人たちが助け合って、一時的、臨時的に育児援
助活動の支援をすることは、市民満足度を高めるために有
効です。

●
○

事

業

分

析

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

妥当性

子育て家庭のニーズに適した子育て支援を行うことは、事
業の目的を達成するために妥当性が高いと思われます。 ●

○
○

効率性

支援会員を増加し、更に効率性を高めていきます。

○
●
○

実績

目標

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

説明・算定式 ファミリー・サポート・センターに登録する支援会員及び依頼会員の合計

平成19年度 平成20年度 平成21年度成果指標①

指標名 登録会員数 単位 人

目標 490 600 750
実績 587 727 841

目標

活動指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

実績 2312 2743 3164

実績

説明・算定式 支援会員が活動した件数

平成19年度 平成20年度 平成21年度活動指標①

指標名 活動件数 単位 件

目標 1500 2350 2800

目的・目標 事業の概要
子育て家庭と地域の人が、互いに信頼し合い助け合いので
きる関係を広めていくことで、子育てしやすい環境がつく
られています。

仕事と育児の両立など、子育てしやすい環境をつくるた
め、地域の人たちが助け合い、一時的・臨時的な育児援助
活動を行うファミリー・サポート・センターを運営しま
す。

対象・受益者 市民 事業期間

'02 2 多様な地域課題に的確かつ総合的に対応する地域密着のサービスを充実する
根拠法令等 児童福祉法第２１条の８、次世代育成支援対策推進法第４条、尐子化社会対策基本第４条

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 9

事務事業名 ファミリーサポート事業
事業担当
事業種類

総合計画の
位置付け

'02 基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち

委託、協働 地域住民

'03 ③〈健康・安心・福祉力〉その人らしく安心できる生活を支援する



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ａ Ａ
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

今後に向けた
課題

依頼会員の数に対して、支援会員
の数が尐なく、なかなか条件に合
う支援会員の方が見つからず、預
けたい時に預けられない場合があ
るため、今後いかに支援会員の数
を増やしていくかが課題である。

依頼会員の数に対して、支援会員
の数が尐ないことから、なかなか
条件に合う支援会員の方が見つか
らず、預けたい時に預けられない
場合があるため、今後いかに支援
会員の数を増やしていくかが課題
です。

依頼会員の数に対して、支援会員
の数が尐ないことから、なかなか
条件に合う支援会員の方が見つか
らず、預けたい時に預けられない
場合があるため、今後いかに支援
会員の数を増やしていくかが課題
です。

主な取組と成果

地域の人たちが助け合って、一時
的、臨時的に育児援助活動の支援
をするファミリーサポート事業を
実施したことにより、仕事と育児
の両立など子育てがしやすい環境
づくりを推進することができた。

会員数：依頼会員４０９　、　支
援会員１７８名　、　活動件数：
２，３１２件

地域の人たちが助け合って、一時
的、臨時的に育児援助活動の支援
をするファミリーサポート事業を
実施したことにより、仕事と育児
の両立など子育てがしやすい環境
づくりを推進することができまし
た。
　会員数：依頼会員536名、
支援会員214名、両方会員23名、
活動件数：2,743件

地域の人たちが助け合って、一時
的、臨時的に育児援助活動の支援
をするファミリーサポート事業を
実施したことにより、仕事と育児
の両立など子育てがしやすい環境
づくりを推進することができまし
た。
　会員数：依頼会員607名、
支援会員208名、両方会員26名、
活動件数：3,164件

検証結果 ：成果があがった ：成果があがった ：成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

進
捗
状
況

：予定どおり ：予定どおり ：予定どおり

遅れている
理由

－ － －

フルコスト　(A+B) 13,917 12,365 12,200
人件費　(B) 6,389 5,046 4,429

内
訳

職員　(人) 0.70 0.54 0.53
再任用　(人) 0.15 0.15 0.00

執行率　(%) 99.41 96.65 102.61
事業費　(A) 7,528 7,319 7,771

その他　特財 0 0 0
7,771

県支出金 0 0 0財
源
内
訳

国庫支出金 2,291 2,781 0

起債 0 0 0

一般財源 5,237 4,538

事業内容

預かり、送迎、産後一箇月以内
の家事援助等

預かり、送迎、産後一箇月以内
の家事援助等

預かり、送迎、産後一箇月以内
の家事援助等
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平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額



頁

１．事業の位置付け

健康・こども部　こども家庭課
○ ハード ● ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
□ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
□ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
□ 事業の目的、対象、内容
■ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
■ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
□ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

必要性

小児の健全な育成を支援し、市民ニーズの高い事業であ
ることから、必要性は高いと思われます。 ●

○

有効性

医療費を助成することにより小児の健康増進が図られるた
め、市民満足度を高める上で有効性の高い事業です。 ●

○

事

業

分

析

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

妥当性

一部負担金の導入は制度の趣旨を踏まえ現行どおりとす
るなど、受益者負担の面から妥当性は高いと思われます。 ●

○
○

効率性

業務プロセス改善のため新しいシステム導入を検討しまし
た。 ○

●
○

実績

目標

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

説明・算定式 受診件数は１年間に診療を受けた件数

平成19年度 平成20年度 平成21年度成果指標①

指標名 受診件数 単位 件

目標 256200 256200 340000
実績 240628 245611 315587

目標

活動指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

実績 14055 14020 20706

実績

説明・算定式
医療証発行者数は、年度末の人数(平成21年4月に対象者の拡大がありました)


平成19年度 平成20年度 平成21年度活動指標①

指標名 医療証発行者数 単位 人

目標 14300 14300 21400

目的・目標 事業の概要
小児にかかる医療費の一部を助成することにより、その健
全な育成を支援し、健康増進が図られています。

小児の健全な育成を支援し、健康の増進を図るため、通院
（小学校３年まで）、入院（中学校卒業まで）時の医療費
を助成します。また、未就学児は所得制限なしで医療費を
助成します。

対象・受益者 通院小学校３年まで、入院中学校卒業まで 事業期間

'02 2 多様な地域課題に的確かつ総合的に対応する地域密着のサービスを充実する
根拠法令等 平塚市小児の医療費の助成に関する条例

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 11

事務事業名 小児医療費助成事業
事業担当
事業種類

総合計画の
位置付け

'02 基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち

委託、協働

'03 ③〈健康・安心・福祉力〉その人らしく安心できる生活を支援する



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ａ Ａ
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

今後に向けた
課題

小児の健全な育成を支援するため
医療費の助成対象を拡大するな
ど、事業効果を高めるための制度
の見直しが必要となる。

業務効率化のため新しいシステム
導入を行なう必要があります。

業務効率化のため新しいシステム
導入の検討を行います。

主な取組と成果

診療件数 240,628件で医療扶助費
524,856,649円を支出したことに
より、小児の健全な育成を支援す
ることができた。

診療件数245,611件で医療扶助費
453,477,562円を支出したことに
より、小児の健全な育成を支援す
ることができました。また、助成
対象を拡大するための条例改正を
行いました。

診療件数315,587件で医療扶助費
561,940,775円を支出したことに
より、小児の健全な育成を支援す
ることができました。また、助成
対象を拡大するための条例改正を
行いました。

検証結果 ：成果があがった ：成果があがった ：成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

進
捗
状
況

：予定どおり ：予定どおり ：予定どおり

遅れている
理由

－ － －

フルコスト　(A+B) 563,211 491,522 610,627
人件費　(B) 14,685 14,685 22,144

内
訳

職員　(人) 1.75 1.75 2.65
再任用　(人) 0.00 0.00 0.00

執行率　(%) 104.72 106.56 130.28
事業費　(A) 548,526 476,837 588,483

その他　特財 0 0 0
456,356

県支出金 87,188 117,526 132,127財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

起債 0 0 0

一般財源 461,338 359,311

事業内容

通院、入院時の医療費の助成 通院、入院時の医療費の助成 通院、入院時の医療費の助成
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平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額



頁

１．事業の位置付け

健康・こども部　健康課
○ ハード ● ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ ○ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
■ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
■ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
■ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
■ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
■ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

必要性

母子保健法に基づく事業であり、必要性があります。

●
○

有効性

母子の健康を守るため、また乳児から幼児までの継続的
に事業を推進するために有効です。 ●

○

事

業

分

析

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

妥当性

臨時職員や嘱託職員対応で業務を行っている部分もあり、
今後、事業拡大があった場合人員配置など検討を要しま
す。

○
●
○

効率性

一部事業の委託も考えることも必要です。

○
●
○

実績 80 80 80

目標 80 80 80

成果指標②

指標名 健診・教室・相談での満足度 単位 ％

説明・算定式 受診者及び受講者等を対象としたアンケート調査

平成19年度 平成20年度 平成21年度

説明・算定式 受診者数÷対象者数×100

平成19年度 平成20年度 平成21年度成果指標①

指標名 妊婦健診、乳幼児健診の各受診率 単位 ％

目標 90 91 91
実績 90.1 90 91

目標

活動指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

実績 12 12 12

実績

説明・算定式 各事業等年１回程度実施

平成19年度 平成20年度 平成21年度活動指標①

指標名 アンケート調査実施回数 単位 回数

目標 12 12 12

目的・目標 事業の概要
安心で快適なお産や育児ができ、生活の質が向上していま
す。

妊娠・出産に対する不安解消のため、健診などによる母子
に優しい環境づくりや産後における「こんにちは赤ちゃ
ん」事業など、安心して生み、ゆとりをもって健やかに育
てられるよう支援をします。

対象・受益者 小児、保護者 事業期間

'02 2 多様な地域課題に的確かつ総合的に対応する地域密着のサービスを充実する
根拠法令等 母子保健法

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 13

事務事業名 母子保健事業
事業担当
事業種類

総合計画の
位置付け

'02 基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち

委託、協働 医師、市民

'03 ③〈健康・安心・福祉力〉その人らしく安心できる生活を支援する



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ａ Ｂ
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

今後に向けた
課題

母子保健事業の土日曜日開催の対
応を含めて、事業の充実を図って
いく。

母子保健事業の土・日曜日開催の
対応を含めて、事業の充実を図る
必要があります。

共働き世帯の増加に伴い、母子保
健事業の土・日曜日開催の対応を
含めて、事業の充実を図る必要が
あります。

主な取組と成果

７月より「こんにちは赤ちゃん」
事業を実施し、生後４箇月になる
前日までに訪問することにより、
出産後早期に育児支援及び子育て
に関する情報提供を実施するとと
もに、改正第２次母子保健計画の
見直しを行い、母子保健事業の充
実を図ることができた。

妊婦健診を２回から５回に回数を
増やし、妊婦の費用負担を軽減し
ました。また、生後４か月までに
訪問することにより、出産後早期
に育児支援及び子育てに関する情
報提供を実施するとともに、改定
第２次母子保健計画の見直しを行
い、母子保健事業の充実を図るこ
とができました。

妊婦健診を５回から１４回に回数
を増やし、妊婦の費用負担を軽減
しました。また、生後４か月まで
の乳児がいるすべての家庭を訪問
することを目指し出産後早期に育
児支援及び子育てに関する情報提
供を実施するなど、母子保健事業
の充実を図ることができました。

検証結果 ：成果があがった ：成果があがった ：おおむね成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

進
捗
状
況

：予定どおり ：予定どおり ：予定どおり

遅れている
理由

－ － －

フルコスト　(A+B) 216,050 272,157 278,001
人件費　(B) 108,664 108,664 101,944

内
訳

職員　(人) 12.95 12.95 12.20
再任用　(人) 0.00 0.00 0.00

執行率　(%) 89.95 136.40 146.88
事業費　(A) 107,386 163,493 176,057

その他　特財 54 96 113
146,168

県支出金 0 154 21,105財
源
内
訳

国庫支出金 5,753 0 8,671

起債 0 0 0

一般財源 101,579 163,243

事業内容

健康診査、健康教育・相談事業、
訪問事業等

健康診査、健康教育・相談事業、
訪問事業等

健康診査、健康教育・相談事業、
訪問事業等
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平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額


